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国土形成計画では複数都道府県が一つにまとまり，その中で広域交通体系を整備し，圏域内の拠点性と圏

域内交通サービスレベルの向上が目標づけられ，さらに各圏域が海外と直接に繋がる重要性が示されてい

る．本研究は，複数都道府県をまとめた圏域内の交通サービスの向上と流動促進を念頭に，特に東京首都

圏への一極集中の問題，地方圏域の拠点性向上の視点から，圏域間と圏域内の交通サービスの関係性につ

いて分析を行った．まず，過去 10~15 年程度の圏域間，圏域内の交通流動実態を把握し，その後，航空サ

ービスにおける直行便と乗継便の選択モデルを活用して，リージョナルジェット等による小型多頻度化の

効果，羽田空港への LCC 参入の影響，また，人口減少の影響について定量的に分析を行った．  
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1. 研究の背景と目的 
 
我が国の国内航空ネットワークは，2000年までの航空

規制緩和により，航空会社の判断によって航空路線の参

入・撤退が自由に行われるようになり，運賃設定を各社

基準で決めることが可能になった．その結果，羽田空港

を発着する幹線への参入が増え，運賃や便数等のサービ

スレベル（以下，LOS）の競争が行われた．その一方で，

原油価格の高騰や航空会社の破たんなども影響し，競合

の少ない地方間を結ぶ路線は利益が見込めず，減便や休

廃止も相次いだ

1)
．以上の動向より，首都圏一極集中型

の航空ネットワークがより一層進行していると考えられ

る．これにより，地方圏域間のつながりが弱まり，地方

の拠点性低下にもつながることが懸念される．一方で，

2012年以降の航空市場に新しく格安航空会社（以下，

LCC）が参入し始めた．LCCの参入は近年減少傾向だっ

た国内航空需要を増加させるほどインパクトを持つこと

2)
から，今後の航空ネットワークの維持・形成を検討す

る上で，LCCの動向にも注視する必要がある． 
 航空ネットワーク以外にも我が国の人口や経済等ほと

んどが首都圏一極化している．その現況を是正するため，

国は2008年に国土形成計画

3)
を策定した．国土形成計画

では複数都道府県が一つにまとまり，その中で広域交通 

体系を整備し，圏域内の拠点性と圏域内交通サービスレ

ベルの向上が目標づけられ，さらに各圏域が海外と直接

に繋がる重要性が示されている．この観点から，複数都

道府県をまとめた圏域内の交通サービスの向上と流動促

進を念頭に，特に東京首都圏への一極集中の問題，地方

圏域の拠点性向上の視点から，圏域間と圏域内の交通サ

ービスの関係性やそのバランスについて分析を行う必要

性があると考えた．例えば，地方圏域内の非拠点都市で

は，地元の空港から羽田空港などへの直行便の就航によ

り首都圏とのつながりを強化することが期待されるが，

一方で，圏域内の各地域が首都圏と個別につながりが強

化されると，圏域内の拠点を経由して首都圏と行き来し

ていた流動が減少し，結果的に圏域内の交通サービスと

流動の低下，圏域の拠点都市の拠点性の低下にもつなが

るという，圏域のまとまりや拠点性の面で望ましくない

影響も懸念される．例えば，図-1には北海道内の主要路

線における乗り継ぎ客（北海道外から新千歳経由で北海

道の郊外都市に移動）の占めるシェアを示しているが，

道内路線のように需要の少ない路線では新千歳のような

地域拠点を乗り継いで搭乗する旅客によって路線が維持

できている側面があることが分かる．そこで本研究で

は，以下の点を研究の目的とした． 
 

第 54 回土木計画学研究発表会・講演集

 2482

P59



 

 

 
図-1 道内路線の搭乗者に占める乗り継ぎ客のシェア（2010

年．純流動調査データから集計） 
 
① 圏域間・圏域内という視点に着目した国内航空ネ

ットワークの時系列変化の実態を把握する 
② 今後の人口減少を考慮し，特に地方圏域内・地方

圏域間の航空ネットワークの持続可能性について，

LCCの参入・機材変化の面から定量的に明らかにす

る． 
 
2．既存研究の整理 
 
 日野らの研究

4)
は北海道を対象とし，旅客の出発地・

目的地(OD)が同一で直行経路と乗継経路を選択できる状

況下において，所要時間の短く手間のかからない直行経

路が選択されることを明らかにしている．乗継経路を選

択する層は，他に選択できる経路がないことや所要の時

間に間に合わせるなど，やむを得ず乗継経路を選択する

という意識が得られている．一方で，圏域内と地方-首

都圏間に限定した旅客流動に着目した研究であり，地方

圏域間の ODを対象とした分析はされていない． 

山口ら

5)
は，都市間交通の集約・効率化に向けた施策

の検討に「LOS弾力性」の推計方法を提案し，LOS弾力性

を踏まえた都市間交通施策を示している．これより，羽

田空港と地方空港を結ぶ路線の同LOSでもゾーンごとに

流動への影響は異なることが示された．一方で，圏域内

と圏域間の交通サービスレベルのバランスのいう視点で

は十分に検討がなされていない．  

 

3. 圏域の考え方と対象とする旅客流動 
 
圏域とは国内を広域ブロックで捉えた単位であり，複

数都道府県で圏域を形成している．国土形成計画上の圏

域は全国を10区分としている．しかし航空ネットワーク

の構造を捉えるにあたり，10分類は各圏域が小さいこと

から，全国を6区分にした圏域を定義した．圏域の基準，  
は各圏域内に1つ以上の地方拠点空港を有することにし 

表-1 各圏域における拠点空港 

 
 
 
 
 
 
 

 
図-2 圏域の分類 

 

各圏域の拠点空港を表-1に示した．また，沖縄県は圏域

の規模が他圏域と比べて非常に小さいことと，観光の旅

客流動が大半を占めているため，本研究の対象から除い

た．図-2において色付きで区分した圏域は国土形成計画

上で，点線で囲んだ区分は本研究で定義した圏域である．

圏域間・圏域内移動の3分類し，その概念図を図-3に示

した． 
対象とする旅客流動は2000年，2005年，2010年の全国

幹線旅客純流動調査データ

6)
とし，離島および国際流動

を含まないトリップを対象とする．使用したデータの種

類は，平日・休日両方の調査を加味して年間拡大処理を

した流動量データを扱い，都道府県間を総量とした旅客

流動量を扱う． 

 

4．圏域間・圏域内に着目した国内航空ネットワーク構

造の時系列変化に関する実態分析 
 

（１）地方-首都圏間と地方圏域間を就航する航空路線

の推移 

前述の圏域区分を前提に，まずは圏域間の航空路線に

関して，その運航頻度に関して時系列変化をマクロに分

析した．航空輸送統計年報データを基に図-4，図-5に航

空旅客全体の流動量および頻度の推移を示す．2000年か

ら2010年にかけて全体的な旅客需要は減っているものの，

羽田空港路線は運航頻度およびそのシェアが増加しつづ

けていることが図-5でわかる．実際にほとんどの地方-

羽田路線は多頻度化されており，特に九州圏，次いで関 

西圏が増加していた(図-6）. 
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図-3 圏域間・圏域内の移動に関する概念図 

 

 

 2000年 2005年 2010年 

乗継(万人/年) 

乗継/航空旅客 

161 2% 196 3% 219 4% 
図-4 直行便と乗継便の需要変化および航空路線数推移 

 

（２）乗り継ぎ旅客の流動変化 

図-4をみると，乗り継ぎ旅客数は全体の旅客数に比べ

ると非常に小さいシェアであるが，その旅客数やシェア

は年々増加傾向にある．これは地方間路線の直行便の休

廃止に伴い羽田空港や地方拠点空港での乗り継ぎが増加

していることも影響していると考えられる

1)

．そこで，

どのような乗り継ぎ経路で旅客数が増加しているのか，

圏域構造からの視点で分類して集計した結果が図-7であ

る．ここでは，乗継空港（羽田，圏域内拠点，異なる圏

域）・OD（地方，拠点，羽田）の分類別に集計した旅

客流動を示している．その結果，羽田乗継経路のシェア

がほとんどであることと，その流動量増加が顕著である

こととが分かった．特に地方-羽田-拠点の流動量が増加

しており，圏域内乗継と羽田空港乗継間で競合する需要

のほとんどが羽田空港に偏っている現状であった．一方

で，小規模ながらも羽田空港へ移動するときに圏域内を

乗り継ぐ流動が増加しており，圏域内の拠点性を向上す

る一例が確認できた． 

以上より，羽田空港への一極化を直行便，乗継便にお 

いても確認することができた．乗継経路および一部の直

行便は圏域内を乗り継ぐ選択肢があるにも関わらず，羽

田空港乗継や直行便を選択する層が多い．本研究は圏域

内・地方圏域間路線を維持するために地方の拠点性を向

上する視点が重要であると考えた．したがって，羽田空

港に偏っている旅客流動を一定量転換させるような政策

を行うことの効果を定量的に明らかにする必要があると 
考え，以降のモデル分析を行った．  

 
図-5 地方空港間路線と羽田空港路線の運航頻度シェア 

 

 

図-6 地方空港と羽田空港路線の運航回数変化 

 

 

図-7 乗継経路の分類別の流動量変化 

 

 

５．圏域間・圏域内の航空経路選択モデルの構築  

 

（１）モデル分析の対象とする旅客行動 

 モデルの目的は，羽田空港路線へ偏っている旅客流動

を圏域内乗継の流動とバランスさせることの可能性を分

析することである．したがって，同一ODで乗継経路に

競合する需要を含むような行動モデルを構築する．対象

とする旅客行動は3．で定義したトリップからさらにス

クリーニングをし，表-2に示す3分類の旅客行動を対象

とした． 
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表-2 モデル分析の対象OD 
ＯＤの分類 選択肢集合に直

行便を含む 

直行便および圏域内乗継の経路があるOD ○ 

圏域内乗継および羽田乗継経路があるOD × 

直行便および羽田乗継の経路があるOD ○ 

 

（２）モデル構造 

本研究では圏域間と圏域内を移動する旅客の経路選択

実態から，以下の集計ロジットモデルを用いて分析し

た．  

௜ܲ = ୣ୶୮ (௏೔)
∑ ୣ୶୮ (௏ೕ)಻ೕసభ

 (1) 

௜ܸ = ∑ ௞ߚ ௜ܺ௞௄௞ୀଵ  (2) 

௜ܲ：経路iの選択確率（分担率） 

௜ܸ：経路iの確定効用（効用関数） 

 ௞：説明変数kに対するパラメータߚ

௜ܺ௞：経路iの説明変数k 
 

パラメータは実際の流動量のシェアから推定を行い，

特定の選択肢をベースとした選択確率比を目的変数とし

て最小二乗法で推定した． 

 

（３）LOSデータの整備 

次に，経路ごとのLOSデータ（所要時間，運賃，頻度）

を表-3に整備した．なお，集計作業を単純化のためLOS
は各ODの年間旅客数が最も多いODを「代表OD」とし

て，2010年の「代表OD」における経路毎のLOSデータ

のみを整備した．この内，乗り継ぎ経路の有効頻度につ

いては，乗り継ぐ前後の便のうち少ない方の便の便数の

ことで，かつ同一航空会社間で乗継が可能な便（最低時

間は30分）のみをカウントした．ただし，乗継割引のあ

る経路は割引運賃のある頻度とした．乗継便の待ち時間

は乗継割引有の経路は30分とし，無い経路は60分とした． 
端末交通のLOSは国土交通省が開発・提供している

NITAS7)
を用いた．抽出条件は各空港と207ゾーン間の一

般化費用が最小になる経路のサービス水準を整備した． 

 

（４）パラメータ推定 

推定結果を表-4に示す．OD間の経路選択肢において，

直行便の有無によって有意な説明変数が大きく異なった

ため，直行便の有無で2つのモデルを作成した．  

モデル１は，経路選択肢集合に直行便を含むモデルで

ある．例えば，圏域内乗継か直行便か，羽田乗継か直行

便か，といったODを対象としたモデルである．モデル２

は，直行便がないODを対象としたモデルであり，複数の

乗り継ぎ経路を選択するモデルである．例えば，圏域内

乗継か羽田乗継か，といった行動を表現するモデルであ

る．直行便なしの複数の乗り継ぎ経路の選択においては，  

その有効な運航頻度（便数）が有意に影響を与える結 

表-3  LOSデータ整備とデータの出典 

 

表-4 パラメータ推定結果 
 モデル１ 

（直行便あり） 

モデル２ 

（直行便なし）  β ｔ値 β ｔ値 
総費用（円） -4.5*10-6

 -1.71 -1.7*10-5
 -2.46 

総所要時間（分） -2.8 *10-4
 -1.66 ― ― 

アクセス・イグレス時

間(分) ― ― -0.0017 -1.87 

ln有効運航頻度(便/日) ― ― 0.37 5.27 

直行ダミー (直行便=1,その他=0) 0.61 13.63 

― ― 
近隣ダミー(近隣空港路

線=1,その他=0) -0.11 -3.77 ― ― 
補正済みR2 0.82 0.50 
時間価値(円/時) 3801 5918 
観測数 75 31 

 

果となった． 

 

６．国内航空ネットワークにおける圏域間・圏域

内のサービスレベルのバランスに関する分析～北

海道を対象に 

 

（１）人口減少による航空需要減少の仮定 

 国内航空路線の持続可能性を評価するにあたり，近い

将来の人口減少を想定し，路線が維持可能か判断する必

要がある．本研究では，2035年を対象とし，以下のよ

うに簡易な方法で人口減少による航空旅客需要変化を仮

定した．全OD別旅客数に対して，人口問題研究所

8)
が推

定している各ゾーンの2010年，2035年人口データから人

口変化率を算出し，各OとDのトータルの人口減少率を

各ODの2010年旅客数に乗じて2035年次のOD需要として

算出した． 

LOSの

種類 

LOS項目 データ元 備考 

頻度 有効頻度 JTB時刻表 

直行便は便数そのもので，乗継

便は乗り継げる便数（複数ある

場合は最短（ただし最低乗継時

間以上）で乗り継げる便のみ）を

計上 

所要 

時間 

航空乗継

便の乗継

待ち時間 

航空会社発

行資料 

乗継割引のある経路は30分，

ない経路は 60分 

フライト時

間 

JTB時刻表 

JTB時刻表に記載されている到

着時刻-出発時刻の差 

アクセス時

間 

NITAS 
各ゾーンの中心都市を出発地と

して，鉄道，バス，車を使って空

港までの一般化費用最小となる

経路を選択 

イグレス時

間 

NITAS 同上 

費用 

アクセス費

用 

NITAS 同上 

イグレス費

用 

NITAS 同上 

航空運賃 

JTB時刻

表， 

航空会社発

行資料 

乗継割引，早割，普通運賃の

内最も安い運賃を選択 

乗り継ぎ割引の有無は航空会

社のHPで確認 
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（２）LCCの参入の影響 

圏域内として北海道を対象としてケーススタディを行

う．まず，LCC（格安航空会社）の参入したときに運賃

低下が引き起こす旅客流動の変化に着目した．ここ数年，

LCC参入で国内航空需要も減少から増加に転じた．LCC
は需要創出，維持に大きなインパクトがあるが，最大の

混雑空港である羽田空港では基本的にLCCの発着を制限

している．今後，羽田発着枠をLCCにも配分するかは大

きな政策課題であり，羽田空港に LCCが参入したこと

による旅客流動の変化を明らかにすることで，羽田空港

におけるLCC枠の開放を判断する材料になる． LCC参入

区間は，①道内ローカル空港（女満別など）と羽田空港

間にLCCが参入した場合と，②道内ローカル路線と地域

拠点である新千歳空港間に参入した場合の2ケースの分

析を進め，圏域内路線にとって競合する需要をどの程度

獲得または喪失するか分析した．具体的には大手航空会

社とLCCのイールド比から算出された0.41を既存運賃に

乗じ運賃変化による経路選択の実態変化を算出した．そ

の結果を図-8に示す．当然ながら①ケースの羽田空港路

線にLCCが参入すると競合する圏域内の新千歳経由路線

の乗り継ぎ流動量が減少し，道内路線の需要が減少する

一方で，②ケースの圏域内路線にLCCを参入させると，

逆に道内路線の乗り継ぎ需要を増加させることにより，

人口減少の影響に伴う需要減少を一定程度緩和すること

が可能であることが示されている．相対的に羽田への直

行便需要は大きいため，道内路線への乗り継ぎ需要に転

換しても大きな影響はないが，一方の道内路線にとって

はもともと需要が小さいため，路線維持にとっては大き

な意味があり，その結果，道内の流動や交流を維持促進

することに繋がる可能性もある． 

 

（３）地方航空路線の機材更新と多頻度化の影響分析 

 次に，圏域内路線の機材更新（小型化）に伴う多頻度

化の関係に着目した．世界的に50席クラスの小型機材は

生産停止しており，今後の機材更新は困難な状況である．

圏域内を結ぶ航空路線の機材は30席クラスの小型機材か

ら166席クラスの機材まで様々である．将来の地方路線

維持に，MRJ（Mitsubishi Regional Jet）の投入が期待され

ており，70，90席のMRJで地方路線が需要との関係でど

の程度持続可能か整理する必要がある．北海道内の路線

を対象に70席へ機材更新し，一日あたりの供給力（各機

材の座席数×便数）を変えないとすると新千歳-釧路路

線で2便，新千歳-女満別路線で1便の増便することが可 

 

図-8 LCC参入の影響分析結果（2035年予測需要．道内ローカ

ル空港から羽田にLCCが参入したケースと道内ローカル空

港から新千歳間の道内路線にLCCが参入したケースの比較） 

 

 

図-9   LCC参入と道内路線の小型多頻度化の影響分析結果

（2035年予測需要．道内ローカル空港から羽田にLCCが

参入したケースと道内ローカル空港から新千歳間の道

内路線に小型多頻度LCCが参入したケースの比較） 

 

能であった．その結果と前述のLCC参入の効果も同時に

加味した結果を図-9に示す．多頻度化により，道内路線

の需要維持・増加に若干ではあるが貢献できることが示

唆された．  

 

 

７．結論 

 

 本研究では，国内の圏域構造とその圏域内の交

通・交流を維持促進することの重要性を前提として，

圏域間と圏域内の交通サービスレベルのバランスに

関して分析を行った．特に北海道を圏域内交通の対

象としてケーススタディを行い，航空市場における

羽田路線や圏域内路線へのLCC参入の影響，機材の小

型化，人口減少の影響について定量的な予測を行っ

た．本研究で得られた結果を以下に示す． 

① 圏域間・圏域内の関係性から旅客流動量の変化に着

目すると，羽田空港路線に需要が集中し，地方-首都圏

間が多頻度化し続けてた．一方で，地方間の航空路線は
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減便・休廃止に至る事例が多く，航空乗継の重要性が高

まっている．乗り継ぎの8割が羽田空港経由であり，一

部で圏域内の拠点性を向上する事例があるものの，圏域

内の拠点性は現状で低いことを明らかにした． 

② 人口減少による需要減少に対しLCCの参入と多頻度

化による需要増加がどの程度現況維持に貢献するか分析

した結果，圏域内ローカル空港と羽田の間の直行便に

LCCが参入する場合と圏域内路線にLCCが参入するケース

では圏域内（道内）路線の需要に対して大きな差が生じ

ることが分かった．  
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